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パキスタンにふ、ける

中小規模工業の現状

高 橋

tま し カ1 き

イ果

筆者は昨（1967）年10月，日本蜘守派遣の「海外中小工

業経済協力調査団，東南アジア班」の一員としてバキス

タンを訪れ，約3遡問問固に滞在して中小規模工業を中

心に経済関係調査に従事した。ここに報告しようとする

のは，その際の現地調査によって得られた成条の一部に

ほかならない。

さて今回の調査団派遣は，近年多くの発展途上諸閣で

再認識されてきた中小規模工業の振興に対するわが国の

協力の一環として実施されたものであった。従来，発展

途上諸国の工業開発は，多くの場合，自国政府資金や外

国からの援助資金の大部分を投入して，鉄錫・RE事トセメ

ントなどの大規模な基幹康業部門を中心に推進されてお

り，その建設に要する莫大な資金や懐妊期間の長期性な

どのために，少なくとも当面各国の財政や国際収支に大

きな負担を与えていることは争えない事実である。こう

した現状に対して，各国の調和のとれた経済発展ないし

は工業化を進めるためには，どうしてもとのような大規

模基幹産業の開発と並んで，これら大規模産業に必要な

部品を供給し，それらの産業の製品を加工し，あるいは

国民の日常生活にとっての必需品を生産する，いわゆる

中小規模工業の開発・育成が必須となる。こうした中小

規模工業は所要資金も比較的少額ですみ，多くの耀用労

働力を吸収し，さらには輸入の抑制に貢献するなど，民

生の安定・国際収支の改善に資するところはまことに多

大であると言える。最近，発展途上諸国かちわが国に対

する中小規模工業面での協力要請が多くなっているの

も，以上のような観点から発展途上諸国が中小規模工業

の開発の重要性を再認識した結巣にほかならないであろ

っ。
われわれ調査団の主要目的は，こうした発幾途上諸国

からの要請に応えて，わが閣が協カを推進してゆくため

の基礎として，日本の中小企業家にこれら諸国の投資環

境に関する正確な情報を提供し，同時に今後さらにいっ
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そうこれら企業家の活発な活動を促すための政府側方策

の樹立に資するというところにおかれていたのである。

調査団は中近東・アフリカ班，東南アジア班，ラテン・

アメリカ草症の3斑に分けられ，前2斑はすでにその現地

調査を完γした。東南アジア斑は当初その調査対象国と

してパキスタンとカンボジアの2掴が選ばれ，したがっ

て従来カンボジアを含むインドシナ諸国を主要研究・調

盗対象地域としてきた筆者もこれに参加することとなっ

たのであるが，不幸にして調査団の出発間際（1967年9

月〕にヨさって，日本・カンボジア聞の外交関係が微妙と

なり，政策的考慮によって，カンボジアを今回の現地調

査対象国からはずすことになったのはまことに残念なこ

とであった。

パキスタンにおけるわれわれの調査は，まず笛パキス

タンから始まった。 10月1日から10月11日までの聞に首

都イスラマパードにあるパキスタン中央政府の工業天然

資源省（Ministryof Industries and Natural Resources), 

カラチの投資促進供給局（Departmentof Investment 

Promotion & Suppli回＝IP& S），輸出振興局（Export

Promotion Bureau），パキスタン国立銀行（StateBank 

of Pakistan），パキスタン工業開発銀行（IndustrialDe-

velopment Bank of Pakistan=IDBP），パキスタン工業

信用投資公社（Pakis阻nIndustrial Credit & Investment 

Corporation=PICIC），ラホールの西バキスタン州政府

および濁ペキスタン小工業公社（WestPakistan Small 

Industries Corporation= WPSIC)などの政府関係機関

を歴訪するとともに，上記各都市やその郊外にある日パ

合弁企業を含む関係諸企業，中小工業問地の視察などを

行なったG

ついで10月12日から10月加日までは東ノfキスタンでの

調査に従事した。商パキスタンの中近知ヲ風土にいささ

か異質なものを感じていた筆者は，西とは対象的に東南

アジア的性格の濃厚な東ノミキスタンに移って，正直のと

ころ，この地の風物がずっと身近に感じられたという印

象はいまもって忘れえないでいる。さてこの東パキスタ

ンでは，まずダッカでの東パキスタン州政府，東パキス

タン小工業公社（EastPakistan Small Industries Cor-

poration= EPSIC), IDBPダッカ支店などでの関係者と

の討議をはじめ，ダッカ，チッタゴンおよびその近郊の

日パ合弁を含む関係諸企業，ブェニイ，コミラの中小ヱ

業団地および技術協カ諸施設などの視察を行なった。

こうして撃者は短かい期間ながら，パキスタンの中小

規模工業を中心とした同国の経済の近況やその問題点，



Ⅰ　パキスタン経済の近況
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農
工
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（出所〕 Economic Adviser to the Government of Pakistan, :¥finistry of Finance, Pakistan Economic Survey 

1966 67, p.ユより（’IIi＇＜：。

r1〆経済技術協力の実情の一端などについて実地に知る ピーは約75円， 4.76619ノレピ－＝ 1 u. s.わけで，そ

機会をもちえたのであ.， た。そこむ以下，まことに不十 の部門別投資配分は第 2表のとおりである。ところでヤ

分ながら，パキスタン経済の近況を中小規模工業の実状 ま，本計画でのこれまでの実績をみると， GNPの伸び

を中心として，＇fl者な i）に簡単に整理して報告すること は初年（1965/66年）度に 4.6%‘第2年度には 5.2%を

にしたい。 示しており（前掲第1表参照），この期間に印パ紛争や債

I パキスゲン経済の近況

近年のペキスゲン経i斉を簡単に日、ド言すれば，比較的瀬

調に進んでいると言えるのではなかろうか。パキスタン

の独立は1947年であったが，その＇＇ j時経済開発が二宮：しく

おくれほとんど工業らしきもののなかったζ の同では，

1950年Pi来，経済開発の進展・工業化のために何慢か経

消開発計画が策定・実施されてきた。この Jち最初の10

年聞は諸般の事情で本格的な経済発展を遂げることがで

きなか J ハヒょうごある。しかし1960年7)lがら郡古f;iされ

た「第2次5カ年計画」においては，この闘の経済は非

常な成長を遂げることができた.I戸！計約！黙にじNPは

30.4%，年率で5.5%の成長を遂げ（第l表），計両目標

の24%（年率で13%）をはるかに上回る好成績を挙けアこ

のであった。

l人当たり l翼民所得でみても 14.8%C年率2.8%）増を

九三し， 円標のl＇.！%を超えた。第 2次5カ-if-(;i画がこのよ

うに好成績を挙げた理由としては，とくに良好な天候と

先進諸同がらの資金調達が順調であった点が挙げられよ

り。

1965年6月に好調裡ピ終了したとの第2孜 5カ年計画

に引きらUいて，ノ、キスゲシ政府は［日j年7月から197り年6

月末までを対象とする現行の「第3次5カ年計画」を実

脳している。本，;I企画での投資総傾は520tむんどー（ l yレ

権国会議の延期による援助受取りのおくれ，さらには洪

水，皐ばつなとの天災があったことを思えば，この国の

経済成長は第2次5カ年計画期に引き続いて，割合順調

iこ進民しつつある Eいうことができるのではあるまヤ

か。

しかしながら、この第3次 5カ年計両において，その

計画悶楳を GNPの実質伸び率37%，年率で6.5%増とい

第2表第 J/7( 5カ，r;i画の投資配分

（単位： 100万ノレピー〉

I I I 比率i政府部「＇l/L（開苛ll"ll 計
町一~l h 【ー止ー－ L 叩 iS%l. 

農業 I 4,610' 4,0001 8,6701 15 
水平I）・ 7立カ I 8,4001 6501 9,0叫 15
J_；業 I 4 ,4101 s,3001 12, 1101 24 
燃料・鉱業！ 6901 7501 1,4401 2 
運輸・通信 1 6,460j 3,9(的I10,:1叫 18
住宅 3,0叫 4,0削 7,0251 13 

教育 I 2,1so1 3001 3,0301 5 
保健 I 1,3301 401 1,3701 2 
社会制社 1 12日 401 Hi51 1 
人的資源、 i 1001 20: 120i -
労働・雇用 I 2,soo1 -I 2，叩01 5 

計 I34,5州 22，伽O:56,5001 -

予悠される支出不足 iトJ4,5001 -1十） 4,5001 ー

純 支出 Iso,0001 22,0001 52,00011伺

（出所） Planning ℃ommission, Government of 

Pakistan, The Third Five Year Plan 1965-70, 

pp. 43, 45 J:り｛乍［文。
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Ⅱ　中小規模工業の現状
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Ci H fi.庁） Econ(l]nic i¥dviser to the ( i打、ernmcntof 

Pakistan, :Vfini,trv of Finance, Pukistun f，：，ο 

i/(}/11 iど Sun，，二V J9Mi-C7, p. moよけ（！？反白

修正計l由ICのIIi宗としては，とくに食民自給の達成と

既存工業it't備のf「T型的liJ肘の強化が強調されといるが、

これはま~｛Enノ；キスタ／経済が民1fti している／！＼j店を鮪＇1え

するために、＇ i夕、採ムれるへき定当な政策ii僚であると！ど、

われる。食十411円rtI:er千百どしては， RE＇￥十の積極的 jff.入，優

良品i重の使用， J整椛の竪Nil，別水ポン←ノ・r<',1けの’，ti:力不足

vl解消などが挙げられ：おり，東ハヰスケ Lでは怒案と

なっている同期のi~， Yk防止用堤防建i没と院時j（／）水不足の

解氏が意向＂ Ji. ]!iノJζ 夕ンでi土｝穫伊Eに上 J主1ヰJ也のJl 1 ； 

チ＼カλ目襟と主れてL、る｛一工－＇！／：政2京でi土近｛r,I娃iゾ主：＼：J；こ t巴＇；｛ヒ
し亡 U 、る外t~τh に対処するための戸名－1攻：おとしてf;:(；「j七一，；：

m;jσJ＼、ヨ Jそうの ｛；－理的干lj片jや給／hj)[業ならひにJl't-'t[-V,jj生

産業の育成が強，；Jt;jl主れマおり$僚任期間のL＇，、役資やト白

人依存度の山L，、I'之資i土＼Ui'.;ることとされIt】：＼ r.，にH会

資本の充実にお）、ては， ι力、輸送.Jf自 Llj~：；，立を｛i:先さ

せることとしている

このようにノミ干スタ L政府は白i上1認済円支1，）＇ミおよびそ

I 18 

成への見通しをII背くさせる一つの豆大要因で、あろう。パ

ヰスケン政府が以上のよろな諸点にi有意しつつ，ヤたず

r，に而L、成長率にとらわれることなく，慎重さと堅実さ

をぐr－ノピー援助供与国たる先進諸国と協，V脅しつつ，第3

次 5カ，fm1i1を遂行してヤくことが望まれる

なおこのな＇＼ '.-l；欠 5力年 H1 nrn lをもその 環として合む

ik！守J,，十1,ujJ U96ら年7月～1985年 tiJlの20年）をハキス

ケンi改府はもっているが，そこでは計両目標をI1 )[Js:Jl(;}fr 

1＊の 1俗的支JJLlヱJ完全辰用の達成，（ユ）東西パキスタン

の経済柊差の解消，（4）義務教育の徹底化による文育の解

,i'i, （日）外国媛助｛t<:(fかんの脱土［J，においている。事の成

1'1~はとも均ーく，パキスタンがこのような長期f向展望をも

ち，そのi二に立って経湾問琵；；十両を進めていることは，

諸外同か人のノ三キて IJンに対する信頼度をi告すものにち

t；， 、fιh、勺

II 中小規模工業の現状

いよいよ本稿の｝：婚である「,t1小規隈工業Jの現状に

ついて以下に紹介するわけであるが，最初にその対象た

る「中小規骸工業jの能関tこっし、てはっきりさせておか

なければならなL、。というのは，中小企業に関するパキ

スタンでの定義とわが同のそれとはすでく異なってし、るか

らである。

ベキスゲンでは工業を大・中工業と小工業に分獄して

し、る場たが多く，：：n:1次 5カ年計画書ではノト工業を「二と

として子ft業労働により，動力を使用しなし、工業，また

は小動力を使用する場介であ J 》ても，十一地を除く i叶定資

本が 25]j；レピー以下のものj と定義しており（Covern

rncnt of Pakistan, Planning Cornmissiりn, The Third 

Fi刊， YearPlan !965万人 June1965, p. 455), ノξキス
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タン小工業公祉法（ThePakistan Cottage and Small 

Industries Act. 1953）では「動力を使用しない場合に

は雇用者が50人以下の企業を指すjとしている。また今

回われわれ調査団が訪問した政府関係諸機関ではどこで

も一様に，小工業の範囲を「土地を除く悶定資本が50万

Fレピー以下の企業Jと説明していた。このようにパキス

タン側でも小工業に関する定義は必ずしも一定していな

いようであるが，政府関係の統計・調査審などはいずれ

t現行の第3次6カ年計商を基礎に舎かれているようで

あるので，以下に紹介する場合も同計画舎での定義に従

円て「土地を除〈回定資本が25万yレピー以下のものjを

小工業として取り扱うこととする。われわれに諮られた

「50万Jレピー以下」の定義については，おそらく最近パ

キスタン政府が小工業に対する指導・助成を行なうに当

たq て，その対象を「50万ルピーjの企業まで範濁を拡

大して行なっていることを示すものと解釈するのが妥当

であろう。

ところで，こうした小規模工業のパキスタン経済に占

める地位をみるに，さきの第1表にみられたように1966/

67年度現在で国民総生産（451億関00万ルピー）に占める

金工業部門の比率は11.7%で，そのうち小規様工業だけ

の比重をみるとわずかに3.6%にすぎなU、（したがって残

りの8.1%は大規模工業によって占められている〉。また

この1966/67年度と独立後間もない1949必0年度との比較

においても，大規模工業はこの17年聞に3億4600万Iレピ

ーから36億5400万ルピーへと所得が10.6倍にも増大した

のに対し，小規模工業は10億8700万ルピーから16億37加

万ルピーへと，わずかに 1.5倍の増大を記録したにすぎ

なかった（いずれも 1959/60年度の不変要素価格によ

る。 PakistanEconomic Survey J96.ふ67,Statistical 

Section, pp. 2-3）。このようにみてくると，これまでの

ところ，パキスタンの小規模工業は同国の経済期発・工

業化においてけっして大きな役割を果たしてきたとは言

いえなャ状況にあるようである。

しかしながら，少々古い資料ながら第4表にみられる

ように， 1960年現在で問題の製造工業において従業員50

人以下の小規模工業が企業総数の74%という大きな比重

を占めていたのである。この表に収録されているのは登

録企業のみであるから，この統計に現われない多数の家

内工業など零細工業の存在をも考慮すれば，事実上はこ

の比重はさらに大きなものとなろう。パキスタンにおい

ては，少数の財閥が経営している繊維工業・化学工業の

一部や公企業を除けば，企業の大部分は日本でいういわ

ゆる中小企業に燐するもののようである。一方，ごく少

数の大規模工業，たとえば従業員l【削人以上を躍重用する

75の企業が， 1日当たり雇用労働者総数の48%，賃金総額

の47%，生産物価額の35%，付加価値総額の45%を生み

出レ口、ることも同じ第4表から知られ，以上を考え合

わせればここに企業数では圧傍泊りに多数を占めるおくれ

た小規模工業とごく少数の進んだ大規模工業とに分極化

しているというパキスタン工業の二重構造的性絡が理解

されるのである。同じ資料から，小規模工業がとくに多

数存在するのは食品加工業，紡績，綾物製造，家具備品

製造，印刷業，皮革加工，製菓，化粧品製造，鉛管工事

用品金物，鍛冶，金属製家具容器製造，農機兵製造，

ポンプ製造，プラスチック加工業などであることが知ら

れる。このようなパキスタン小規模工業に関する実状は

数年を経た現在でも，詳細な資料に欠けるので正確に実

体を抱擁することは困難なものの，今回われわれが現地

で得た知見のかぎりでは，基本的にはあまり変わってい

第 4 袋 パキスタンの規模開IJ企業統計（1960年）

〉
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ないとみなしてさしっかえないものと思われる。

とこ二ろでよ二うした中小規模工業の現状については，多

くの問題をカeかえているように思jyれるコい主筆者が現

地でとくに気づいた主要害問題点を挙げれば以下のごとく

である。

まず第 I11:'.，原材料・部.Pr，の入手不円滑と十ちことで

ある。バキスタンは天然資源に恵まれず，工業製品原材

料の多くを輸入tこ依存してνるが‘近年外貨ユドi育が慢性

的に懇化しているため1；；工材がおよび害JS.Pr，はきびしV、検入

制限をうけており，適当な品質のものを適時に入手する

三とは非常に困難のようである。出材料が入与できない

ために操業率をおとしたり，時には操業を休止するとと

さえあるという話を日ノポ合弁企業をはじめパキスタン各

地の工場で聞かされた l

第2に技術水準の低さである。工業化の歴史が浅く，

教育の昔及度もま疋低いためにパキスタンでは技術者日や

技能者泊三著しく↑て）己しごおり，まに生産技術仁川する正

しい評価も十分なされていないように感じられた。この

ため多くの小規桜〔業で lま前li~f代i'lむな技術や’i：産様式が

いまだにかなり 般的；士使用されてL、るよは状tこあるι ま

た製品規格の制定や統一についてもまた不十分な意識し

かも J Jていないように.lc'Jわれた。

第3＇と，企業聞の分業化や協同組織化がほとんど進ん

でいない点である。各企業はそれぞれ孤立していてお互

し、の連立ぞや信頼感に欠けてお lりこのためただでさえlil

難な資金面においても協同組織化による融資受入体制整

備もできなし、でU、る。また分業化か進んでいないために

企業としては素材の加にがム中間裂もの生産，；，i終1'1，誌

の仕上げに至るまで，一貫して自己の工場内で製作・処

］リ！せざるをえなν、状況Fあって，そのためのロスはぷ大

なものであると痛感させられと。

最後に社会資本の未整備という点も，こうした中小規

rn：工業の発展にと て大きたl毒害になっ亡いると思才 7れ

る。パキスケン政l(ifまこれまでの経済開発正樹の中でU

電力・輸送艦設などの社会資本の建設・拡充にカを入れ

てき／：ポ，まだ全般的に菊作のようであ－，：，。たとえば電

力につヤては、全体的にまだ供給不足で；ii,る上；こ，ピー

ク時と閑散時の電圧変動が大きいこと，停電が頻繁に生

することなど‘ 'i'li,プJの？苛の函でも改善す／、き｝＂，

うに思われるリその他、鉄道・道路・港湾などの輪選施

ぷおよび郵便・電話なζの通信施；jえについても，その強

化・拡充が2がれたけれ；－itぃ二ないと思jzれる

I20 

町 中小規模工業披興策とその成果

l. 中小規模工業振興政策

現在のパキスタンにおける工業化の基本政策は独立翌

年の1948年4Jlお上び現アユプ政権成立翌年の1959年2

月に発表された「産業政策声明」に集約谷れているが，

これには中ノト規模＿L.業の振興につνてわ｜！小工業の開発

は熟練労働の藤用と資本動員の手段を提供するがゆえに

必婆不可欠である。中小工業にいっそうの便宜を提供ナ

ることが政府の政策である。，jl函の対策には融資供与の

拡充，原料・用具の供与，流通機構の整備などがあるJ,

f政府はまた，中ノト工業のもつ独特の生産のため，新し

ヤギザ、インおよびいっそろすぐれた生産方法の紹介，品

質の規俗化，選ばれた商品の貯蔵などの準備を行なうも

のであるJと述べられている（Covernmentof Pakistan, 

Ministry of Industries, Statementザ IndustrialPolicy 

1948 & 1959, pp. 1～2）。

); 2次5カ年計画期（1960年7月～1965年6J1)中にこ

うした小規模工業の振興のために計閥された政府投資額

は21官8400万ノレピ｝であったが，そのうち実際に投資さ

れたの辻 2俗、 1800万ルピーであったと推定される （The

Third Five Year Plan, p. 455）。その具体的成果とし

とは， q，小工業団地や共同利用諸施設の造成・整備およ

び技術・経特指導センターの開設などであったり

現行の第3次5カ年計闘では，小規模工業の近代化を

促進するため、次の上うな諸目標が掲rfられてνる（The

Third Five Year Plan, p. 455）。

(1) 小規模工業を，変化しつつある技術・経済および

社会的条件tこ適応させるり

(2) 農業部門の開発に必要な諸機械・器貝類の製造に

たずさわる中小規模工業を育成し，これらの機械・器具

のサ産を積｜私的に'til:励する。

(3) 国内産原材料の加工および使用を，中小規模工業

振興との関連で促進する。

(.;) q,.,J、熊械工業の振興により雇用機会を増大させ

る。

（弓） 主主済ErJにみて縫全な発展ぷ見込まれる業種の中小

説模工業の近代化を促進する。

(6) H衣料の入手およびこれの利用が可能であり，かっ

市場牲の予誤q；＇＿.れる地域においては，とくに家内工業の

発展を喫励する。

(7) 大企業と中小企業問の相互補完関係を促進するた

め，とくに大企業に対する予備・補充部品の供給，終理
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および維持を行なう中小規模工業の設立を助成する。

(8) 既存の伝統的・手工芸的産業の保設お上びこれの

育成をはかるぐ

さて以上のような諸目標を達成するために， EPSIC,

WPSICを中心に実施されるパキスタン政府の具体的施

策として， 1,;Jじ第3次5カ年計画書には次のごときもの

が挙げムれとし、る。

(a) 技術・経営改良事業

付） 幾種類かの業種のサービス・センターを設け，こ

れを基点としてコンサルティング・サービス，機械に関

する運転の実演・改良，企業経営に関する訓練・指導，

現地産11；，：材料干I］用の研究などを実施する。

（吋パイロット・プロジェクトとして新規小規模工業

を設立し，実験的に運営する。

付 小規械工業拡充事業を，特定業種力士主将集している

地域または将来密集が可能である地域tとおいて実施す

る。

4ニ） 各州のデザイン・センターは既存の関係機関と協

力して，工業デザインや手工芸品について研究を行なう。

（防民間にけする助成事業；

Lイ） 中fト仁業団地，中小仁業共同利用諸施設を造成・

整備するとともに，生産工場を設立し，これを漸次民間

に払い下げる。

（ロ）小規開工業に対して原材料，機械 とくに輸入

品一一ーを↑供給し，また展示販売センターをいをけて小規模

工業に上る製品の販売サービスを行なう。

付信用供与事業として，小規模工業の設備の近代化

や拡充のための融資を行ない，また原材料入手・製品販

売のためにも融資を行たち。

第3次5カ年計画における以上のような諸施策を行な

うに当たっての政府投資計画をみると，正確な数字はわ

からないが，少なくとも 5億ルピーは下らないものと恩

われるすなわち5カ年計図書によれば，小規模工業振興

計画として 4惨.6350万JI,ピー（東パキスタ〉に2億:9700

万，西ノミキスタンに 1億6fi50万ルピー）の政府投資が見

込まれており，そのほかにも工業団地，技術訓練，調査

研究などの諸項目には小規模工業用のものも含まれてい

ると解されるがらであるら

なおこの｜司の小規模仁うたの発展にとって，こうした政

府投資ど並んヴ，いなll':I南部門の優位をぷめてし、るパキ

スタン工業では，それにも増していっそう震要なのは，

この第3次5カ年計画期に民間部門の小規模工業への投

鮪5表 第3次5カ年計画期の工業に対する民間部門の

投資（当初）計画 （単枚： 1α)0万ルピー）

iーヶ1~1：＇タ三国当｜うち外IA計｜ろち外 ー｜うち外合計｜ ｜ ｜ ｜ ｜国資金｜口信｜間資金l 口ロ｜閣資金

新設工業｜ I I I I I 
大・中規模l41fi.fi5!259.35凶45.55!281.77踊2.201541. 12 
小規模1:J9.12' 22.911 20.18! 12.161 59.301 :-J5.07 

五十 !455 . 77!282. 261465. 73/293 . 93ゆ21.501576.19
既存工業の I I I I I 
近代化｜ I I i I I 

た・中規模I38.99' 25.491115.161 81.871154.151 
小規開 7.70i 4.66j 5.18[ 3.21[ 12.朗I1.s1 

計 I46.69' 30.15;120.341 ss.os;rn1,os1115.23 

総計 1502.461312 .4:1586. 071379仲，捌仇.42

（出所〉 Economic Adviser to the Government of 

Pakistan, Ministry of Finance, Pakistan Eco・

nomic Survey 1966 67, p. 27より作成。

資がどのようになされるかとヤう点である。いまこれに

関して本5カ年計画期の「工業投資訪函」（Industrial

Investment Schedule）をみると，第5表のごとくになィっ

ている。これによれば，園内資本・外国資本を合わせて

民間部門による本計画期の小規模工業への投資額は新設

i業分5億930り万ルピー，既存工業の近代化分I億2880

乃ルピー，合計総投資予定額は7億2180万ルピーで、ある

ことがわかる。これは全工業用投資予定額108億8530万

ノレピーにおいては，わずかにその 6.6%を占めるにすぎ

ず，依然としてこの同の工業における小規模工業の地位

の低さを示してL、るG パキスタンは第3次5カ年計画に

おいて，工業化の日標を従来の軽工業中心からI主化学工

業化への発展という点に置いているので，その反映がこ

うした大中規模工業中心の投資計画となって現われてい

るのであろうく以上の言及はすべて当初計画にっし、てで

ある〉。

またこの第5表から第3次5カ年計画期における民間

部門の小規模工業用投資額の地域配分をみると，東ノfキ

スタン向け投資予定額が 4億6820万／レピー（新設工業

分3億9120万ルピー，既存ヱ業近代化分7700万ルビー）

でjR.iパキスタン向け投資予定額2億5360万ルピー（新設

工業分2億0180万ノレピー，既蒋工業近代化分5180方ルピ

ー〉よりもはるかに多額となっており，このことはさき

の政府投資計両でも同様であったが，これはやはり第3

次5カ年計画での主要達成目標の一つである東西パキス

タンの経済格差是正のための諸施策の一環をなすものと

考えられる。現在（1966/67年度〕， 1人当たり国民所得

は西バキスタンが97ドル，東ノfキスタンが72ドルという
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事実に象徴されるように東西ノ4キスタンの経済格差は著

しいものがあるが，近年ノfキスタン中央政府もとれC:,μl;j

t白械の経新格差是-;r：のために種々の努力を払Jγごいる土

ころである。第 3次5カ年計闘では同計画期に「東ノfキ

スタンの総生産を40°：，，商ノ、キスタンの総生l』fを35が，JI

き上げること」により，両地域の経済格主主の是五を図る

とされてヤる「

2. 中小規模工業振興のための行政機関とその活動

前述し党ように系幹産業の開発と枚んで中小規模ヱ業

の育成援演の買主要引を認識Lているパキスタ J政府t土，

その目的のために特別の行政機関と金融機関を設立して

その事に円てている》

まず行政機関としては，大企業を対象とするパキスタ

工工業開発公佳（PakistanIn山 stria!Development Cm-

poration，東ノξキスタ Lのものを EPIDC，商ノfキスタ

ンのそれをWPIDCという〕と並んで，東西，fキスタ L

tこ［ド央政l{fの工業天然資源省に属する，J、工業公社が設立

されている。

東パキスタン小工業公社（EPSIC)

EPSICは1957年に設立され，発f込者初は主として氏

陪j小規模：I三＇；！のための原材料の輸入以売を商業 tース ε
行なっていたが， 1960年7月に開始された第2次5カ年

副闘を契機に組織および事業が大幅に付、充・強化された

とのことである。現在 EPSICは本部をダッカに置き，

ダ y力， 「ソタゴJ，ラジャヒ，ク；： jの4七＇l'!rlこ支！？；

を設置してL、るO

現主E,EPSICが実施している主婆事業としては次の

こときものがある。

付） コンサルテイング業務

小規模工業の各業Ttに通暁した職員による経ぷ・技Hr

の指導，情報サービスおよび融資斡旋などを行なってい

るc

（ロl中F卜工業団地の造成

1967年9月末までに東パキスタンの主要都市地域に19

カ所にの日る工業団地を造成した。これら団地の総面絞

は約814エーカー， 3300区画が道路・給水・配電などの

施設を備えて完成しており，うち 724［＿，（.＿画がすでに使丹i
中または予約済みである。策者もダッカ，コミラ，フェ

ニ，チッタゴLなどの存団地を悦察Lf乏が，前一令再はかな

り川発に活動中であるものの，後二千fにつヤてはこれか

ら本格的な造成にとりかかるところであった。担当者た

ちはいずれも繋曜をもって努力しているようであるが，

事業としては全般的にまだ緒についたばかりのところと
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いう印象をうけた。

け織物工業七ンター

手織工業の密集した地域を選んで，東パキスタン 7カ

所に近代的設備をもったセンターを設置し，手織業の改

良・技術指導・技能者訓練などを実施している。日本の

専門家がこの事業のために派遣されていた。

（ニ） デザイン・センター

陶器，木工，竹細工品などのデザイン改良を普及する

ためのセ Lターであ担，新デザイ〉の開発なども行なっ

ている。字、ソカの EPSIC本部近くにあるよ二のセンター

には，日本人専門家が派遣されていて，この事業の一演

を担っている。

制事業資金融資の斡旋

民間の中小企業家に対して設備資金や機器類の輸入な

どについて融資の斡旋を行なっている。

付工場の設立および経営

現在日明ICは12の工場を直接経併してしるが，これ

らは経営が軌道に乗れば民間に払い下げる予定であるo

これら12のデロジェクトに対する投資総額は1967年 9JJ 

までで6407iルピーであって，業種は陶磁器，ヤシ繊維

ij礎（

である。

（ゆ養蚕振興飼育所

十夜範桑隔を設ft，蚕を飼育し，茶室主業の振興を図るた

め，東パキスタン各地域に合計13カ所にのぼる飼育所を

ri生け，これを運営しているわ

西パキスタン小工業公社（WPSIC)

WPSIじは1965年10月に，従来湾ノ：キスタン工業開発

公社（WPSIC）および州工業委員会（theProvincial 

lndustri防 Direct,,rate）が取り扱っていた小規模工業振

興事業を引き継いで発足した。発足当時， WPSICは70

にのぼるプロジェクトをとれら商機関から引き継いだと

u、う。

現在 WPSICが実施している事業は，前記 EPSICの

それとほぼh司様であり，中小規模－工業団地の造成・コン

サルティング業務・融資斡旋などを行なっている。

WPSIじはこれまでに西パキスタンの各地9カ所に工

業団地を造成したが，このうちわれわれはグジュランワ

ヲとシアルコットの工業団地を視察する機会があった。

ゲジュランワラ団地では主として機械類製造工場，シア

ルコット団地では主として医療機器，スポーツ用品など

の製造工場がみられた。シアルコット団地内にはサービ

ス・センターがあって共同利用にあてられ，また訓練施
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設としても利用されているようであるo

WPSICは発足以来， l966年l'.2月末までに 256にのぼ

る中小企業振興のプロジ且クトを取り扱い，そのうち48

工場がすでに操業中であり、また65工場が建，ti'.中となっ

ている。現在， WPSICは51にのぼる小規模て業のブイ

ーシヒリティ調査を実施iドである。

3. 中小規模工業振興のための金融機騎とその活動

ハ今スタンにおける中小規模；i業振l}iJのための金砕機

関としてIi＇ぞキスマン工常開発銀行（ IJ)BP）が挙げられ

る。工業関係企業のための融資機関としては斗のほかに

も，たとえばパキスタン［業伝用投資公干上（Pakistan

Industrial Credit and Investment Corporation=PICIC), 

授権資本1億50007iルヒc ～195711'10凡υ主立）があるが，

この PICICは1件当たりの最低貸付額がノレピー貨の場

合じ 150万ルピー守外貨による場合はおO万ルピーとさ

れているので，普通には小規模工業がPICICの融資対象

とたることはあまりなU、ドけである。そこで以下 IllBP

について紹介しよう。

パキスタン工業開発銀行（IDBP)

IDBP t士）＜J61年 H月，民間の中小規ほ工業の資金不要

の増大に応えるべく，中・長期の融資を行なうことを目

的として，ノ、キスケン作用公社（1949fF設立の中小しi築

工業に対する中・長期融資機関〉を拡充・強化して発足

したものである。 JDBPは現在本部を :I)ラチiこ蜜き，地

域事務所をダッカ，カラチ，ラホールに，支店を東パキ

スケンのホクラ，イッタゴン，クルナおよび内ペキスタ

ンのグジュランワラ，ハイデラバード，ぺシャワーノレ，

クエッタ， 7ワルピンデ fの合同18カ併におし、てU、る。

IDBPの資本給成は払込資本3000万ノレヒDーであり， う

ち51%が政府出資，残り 49'.li，が民間のがi人・機関からの調

達 lさある。貸付資金は払込資金のほか，中央政府からの

借入れ，中央政府の保証による中央銀行からの借入れ，

中央銀行tこよる手形再劃i.JI，公依・社債の発行と売却，

預金などから成っている。

IDBPのほ大貸付限度J紙は，外貨分三00万ルピーまで

(1967年4月までは1日万ルピーまでであった〉を含めて

1イロジェケ卜＂ c1fこり 250万Jレピーとなっている。ただ

しジュート・綿花，悶内輸送業・鉱業ならびに政府によ

って特別tこ指定されるに業にっし、てIi，この上線は適用

されないことになーっている。一方，小規模工業に対する

少額融資tこJコいては， lllBPは WPS1C• EPSICを通

して融資を行なっているコ貸付金利は期間によって差異

はあるが， 7な』、LSれである。外貨貸付は年利7.So/o

と品定している。通常の貸付年数は 5年から10年であ

る。

IDBPは融資業務と並行して，中小規模工業に関する

調査研究，技術・経営函におけるコンサ／レティング業務

および職場内技能訓練の実施などを行なっている。

IllBPはその融資に当たって，国内原材料使用ヱ業，

輸出産業，輸入代替産業，未開発地域に設立する工業，

伝統，！／，業などにつヤては優先的に融資する方針をとって

いる九

1961年の発足以来1967年6月30日までに IDBPが各企

業に融資した給、額は承認ベースで3099件， 14億4850万ル

ピー（ルピー貨分3億7730万ノレピー，外貨分10億7120万

ルピー）｝こ i主している（IDBP,Six Years of IDBP, 

p.14）。このうち71%に当たる10億3200万ルピーが新設

企業（1897{1りに融資され，残り29%に当たる 4億17伯

方ルピーが既存企業の改善・拡充など（1202件〉に融資

されたものであった。また1件当たりの融資額でみれば

全体（3099件〉のうちの81%(2518件〉までが50万／レピ

-Vi Fであり， 50万ルピー以上 l(ゆ万ルピーまでがJO%

(309｛的， 1件当たり融資額が100万ルピー以上のものは

わ「かに 9ちら（272件）にすぎなかった。地域防！では阿ノξ

キスワンが7億7180万ルピー（1813件），東パキスタンが

6億7670万ルピー（1286件〕となってし、る。また融資対

象業種別に分類すれば第6表のどとくであり，繊維業

（ジュートを除く〉，ジュー卜製品，食品加工業などの部

門が肢も多しこれら 3部門で全体の63%を占めてい

る。

なお同じく1967年6月末現在で IDBPに供与された諸

外国からの借款受取額およびそれの使用状況を示すと第

7支のごとくで，受取総額は2億7948万ドル，使用額は

2億2641万ドルとなっている。

4. 技術者養成および技能者言ii練

前述したようにパキスタンでは現在，工業関係の技術

水準が低く，専門技術者および伎能者の養成が強く要請

される段階にあるが，バキスタン政府のこれに対する施

策はどのように行なわれているのであろうか。総じて言

えば，専門技術者（engineer）および技術者（technician) 

の養成は政府の学校・技術教育機関がこれを担当し，技

能者（skilledman& craftman）の養成・訓練は民間部門

の努力に依存しているといえるようである。

まず専門技術者の養成についてみると，これは第2次

5カ年計画期にラホールとダッカの工業専門学校（engi-

neering college）が大学に昇絡したことによって， t木
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tP表 IDBI＇の t:t取 iた外国虫、：のm汝額

(191i7年ぷ弓30日現在）

（単位： 100万ドル〉

国 名
IDBPの IDBP ，＿：五
受取額 使用額

イ ギ ア、 7:L 75 69.19 
イ -;; 69.71 63.54 

日 ノ？、 c,8.32 53.7fi 
輸出入銀行・アメ！Iカ 23.06 20.56 
ユーゴス ラ ヒ ア 11.26 9.29 

’＼ ノレ キ ー 9.10 
フ 7 ン ス 7.68 4.01 
ソ J']I 7.00 
イ jl ア 6.72 1.94 
ス イ ア l.48 0.99 

ポ 7 ン ド 1.00 
中 JI:- l.00 
プ ：ノ ーマ 0.15 
そ ロコ 他 8.40 2.98 

l口,. 言十 I 279.48 ] 226.41 

（出所） IDBP, Six Years of IDBP, p. 10より作

i!C, 
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i：学・機械i；学・常子i：学などの部門における学生の採

用能力が増加したこと，さらに三つの工学専門学校が新

設されたことで， i,:tj計画終了知jの1965年には年間1630名

（東パキスタン480名，商パキスタン1150名）の仁業専門

学校（工業大学を含む）学生を採用しうるに至った。

これ合う付た第；l次5力年j十酒では，その終了期たる

1970年に年間採用常生数をさらに3300名（西パキスケン

18凹名，東パキスタン1500名）にまで増加させる予定で

あり，これら教育施設の拡充・強化によ r Jて計画期のら

カ年間で約6000名〈西パキスタン3800名，東パキスタン

22川名）にのぼる専門技術者が新たに誕生することにな

る土忍われる。

次に技術者の養成については，第2次5カ年計画期に

i；芸学校（pυlit昔chnic）・技術学校（technicalinstitute）合

わせて11校の消設によって，年問採用4100名にのぼる技

術者養成が可能になった。

ij"i 3次5力年計画期にはいってからは，学校の新設と

ともに既存の工業学校・技術学校の強化・拡充が行なわ

れている。たとえば，東パキスタンでは13の既存の技術

苧伎を工芸＇ f:校に昇格させ，二つの既存の工芸学校の充

実を図り，二つのにまき学校と三つの専門工会学校（凪mo-

technic institute）が新設されることになっている。－

}j‘荷パキス心ンでは既存の八つの.L芸学校と一個つの専

門工芸学校の拡充が行なわれ，現在建設中の工繋学校8'

専門工主主学校lが光成されるほか，工芸学校13，専門工

兵学校 lが新z没されることになっている。

現在開校している工芸学校では，土木・電気・機械・

化学・自動車・デザイン・動力・ラジオ・織物・ガラス・

陶器・皮革技術などの諸部門の訓練コースが実主主されて

いるが，新設予定の専門工芸学校ではそのほかにも，ガ

ス・製糖・製紙・農場管理・製茶・器具製造・衣服デザ

イン・製品デザイン・ホテル経営・食品処理・貯蔵・彫

刻・石版物などについての訓練コースを設ける計画であ

る。こうして工芸子校.b主術学校への年間採用人員は第

:i 1,1<、5勺年計闘のllll始期たる19同年の4100名（東パニキス

タン1900名，西パキスタン2200名）から計画終了期たる

1970年には I万4000名（東パキスタン7000名，西パキス

タン7000名）に増大させる予定である。同期間内に誕生

する技術者の総数は2万3000名（東パキスタン 1万1000

,r,, j:l耳戸キスタン 1万20川名）に達するものと恵、われる。

第3に技能者の訓練について考えてみよう。パキスタ

ンにおける熟練技能者育成のための職業訓練は近年主と

して束尚河州政府によって開始されたばかりで， 19は
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/6る年度には職業訓練学校（vocation sch口ol）の年間採

用人員は東パキス夕ン3300名，丙パキスタン回00名，合

計州｝（）名にすぎながった。

現行第3次5カ年計画では，これを1970年には年間採

用人民5万名（東西パキスタンともに2万回∞名）にま

でi竹大させよ a，としている 主た同言i！日［期5年慌で技能

者11万名（東ノ《キスタン5万名，商ノ；キスタン 6万名〉

の養成を完了させる予定である。

このiまかにt+t:術訓練寸T〆J ケーや種々の工業関係企業

や機作1くる技能－百五:111￥事が行なわれるはずである。中級ト級

技能者の技術水準の向上は生産性に直接響く問題であ

り、 J¥':I巧企業におし、てもようやくこの1!',l題の重要悼を認

識しつ， ）あるヒら？あるが，現状でじ A音E大企業 (BA-

TALAエンジニアリング会社， BECO株式公社など）を

除いては，企吃内における，;JI＼僚によ－，ご的練技能者士育

てる上りも他企業，hらの let城校能者のりIt，左きに •tfi －＇てい

るのが偽らざる実状のようである。

なお、伝統i°I＇日ゴ4品の生産に従事している殺人はIll襲

方広ーで民術を'fi'i:1 Lているが，前述した土うな東凶ノ、キ

スタン小工業会社による技術・デザインなどの指導・助

成を｛｝て，よろやく近代的ts.感覚を身につけたF工合職

人が生土れつつある。

以上はパキスタンにおける技術者養成および技能者訓

練に／）し、てのし＇J,:f自助勾力について述Jごたものである

が、この面に｜笥して，先進諸［£~からは技術専門家の派遣

による指導協力，パキスタン技術者に対するフェ口ーシ

ツ －70,J〕供与，伐材:i~JI（練セ L ゲー設立への援助などを士れ

まで実施してきた勺スウェーデン援助に上って子ソ々ゴ

ン郊外に設置されているパキスタン・スウェーデン技術

訓練センターやわが国の協力によるダッカの農業技術訓

練ゼンマーなどi士、技術分野での人材育成に多大の長献

をなしているものと恩われる。これら阿センターについ

ては、筆者も現地を訪問する機会があり，その活動状況

をつぶさに視ぶした。

ともあれ，以上に述べたような技術者・・技能者の養成

にかかわる問題点のほかにも，パキスタンにおける労働

力に関する一般的な問題点として，工業労働者の大多数

を占める中・下級階層における無学文盲，ホワイト・カ

ラーに対する偏重と労働を蔑視する社会的風潮，凹教徒

としての宗教］の諸戒律，など種々の問題点が指摘でき

る。今後このような問題点をいかに解決していくかが，

パキスタンの工業開発にとっての最も震大な課題の一つ

になるであろう c
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今回われわれが東西パキスタン各地で接触した政府関

係機関職員や中小企業経営者との話合いで強く感じられ

たのは，その親日感情の強いことと経済協カに関する日

本への期待が予想以上に大きいことであった。

官民を問わずパキスタン側から強く要望されたのは，

わが国投資家の直接資本参加を推進して欲しいというこ

とであった パキスタンではかねてより外国民間資本の

投資を大いに歓迎してν、るのである。機械あるいはプラ

ント類の売込みにとどまらず，長期間にわたって工場の

経内・技術管理に協力して欲しヤとし、うことがわが国の

企業家に直接投資を要望する最大の理由であった。われ

われが中小規滅工業関係の機関で日本からの投資・協力

をi要望された業種は，東パキスケンでは医療器具，医学

用ブィルム，大理石利用のタイルモザイク，陶磁器，魚

肉加工，ミルク，繊維製品，農機具修理，精米などであ

り，西ノミキスヲンでは繊維製品，陶磁器，ガラス製品，

II寺J，家庭む気用品自動車部品，農機共などであっ

fこo

今後わが［誌の中小企業家が， l f怠2（ゆO万という大きた

人ilを抱え， 7ユブ政憾のもとに政情も安定しているノJ

キスタンのこうした分野において協力しうる余地は大き

L、ものがあると思われ，そのためにも日本政府によるこ

れら中小企業家のための投資事前誠査，操業当初Jの所要

運転資金の融資，危険負担などの各面における積極的な

助成策の考慮が必要だと考えられるυ と同時に，これに

並行して，白lj述したようなパキスタンにおける技術水準

の低位の現状から，これまでの政府ペースによる技術援

助を今後いっそう強化・拡充していくことが必要だと恩

われる。長役に，これまで日本から供与されてきた円借一

款に対して，パキスタン側からその拡充と同時に金利・

返済期間など貸付条件の緩和，手続きの簡素化と迅速化，

現在貸付対象となってヤない小フωロジェクト（ 1件3万

ドソレ以下のもの〕の貸付対象化などがわれわれに要望さ

れたが，これらはいずれも将来のパキスタン経済開発ひ

し、ては日パ経済協カにとって重要であり，またとくに中

小規模工業の発展にとヮても直接重要な影響をもつもの

であるので，日本側としても十分これに考慮を払うべき

であると応われる。どもかくパキスタン中小規模工業の

今後の発展に筆者は大ャに期待するζ とにしたい。

〔調査研究部）

I2ラ


	はしがき
	I パキスタン経済の近況
	II 中小規模工業の現状
	III 中小規模工業振興策とその成果
	あとがき

